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（証券コード　8917）

平成25年１月９日

株 主 各 位

兵庫県尼崎市東難波町五丁目６番９号

フ ァ ー ス ト 住 建 株 式 会 社

代 表 取 締 役 社 長 中 島 雄 司

第14回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第14回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、お手数ながら同封
の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成25年１月23日（水
曜日）午後５時30分までに到着するよう折返しご送付くださいますようお願い申
しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成25年１月24日（木曜日）午前10時
２．場 所 兵庫県尼崎市昭和通二丁目６番68号
　  尼崎市中小企業センター　１階ホール
　  （末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）
３．目 的 事 項  
　 報 告 事 項 第14期（平成23年11月１日から平成24年10月31日まで）事業

報告の内容および計算書類報告の件
　 決 議 事 項  
　 第１号議案 取締役４名選任の件
　 第２号議案 監査役２名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎事業報告、計算書類および株主総会参考書類に修正すべき事項が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.f-juken.co.jp）
に掲載させていただきます。

◎株主総会終了後、株主懇談会を開催いたしますので、併せてご出席くださいま
すようご案内申しあげます。なお詳細につきましては、後記32頁「株主懇談会
のご案内」に記載いたしておりますので、ご参照ください。
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添付書類
　

事　業　報　告

（平成23年11月１日から
平成24年10月31日まで）

　

１．会社の現況
(1）当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当事業年度におけるわが国経済は、復興需要等を背景として緩やかな回

復が期待されたものの、足下では世界景気の減速などにより輸出が弱含ん

でいることや、景気対策として実施された各種政策の効果が一巡したこと

などにより、生産が減少する傾向となるなど、依然として厳しい景気が続

いております。

不動産業界におきましては、不動産相場が低水準で推移していることに

よる値ごろ感や、低金利、住宅ローン減税などの各種政策を背景として、

住宅着工は持ち直す傾向となっております。しかしながら、住宅需要には

底堅さが見られるものの、景気が弱含む中、激しい競争が続いております。

このような環境の中、当社は、顧客ニーズに即した安心で快適な住宅を、

スケールメリットを生かしたリーズナブルな価格で供給することで、引き

続き事業の拡大を目指して取り組んでまいりました。

戸建事業におきましては、供給棟数の増加に向けて、積極的な分譲用地

の仕入に取り組んでまいりました。また、事業エリアを拡大するべく、平

成24年２月に福岡支店（福岡市博多区）、平成24年４月に松戸支店（千葉

県松戸市）を新設し、九州、関東の両エリアへの進出を開始いたしており

ます。一方、商品力の向上に向けた取り組みとして、平成24年７月から太

陽光発電システムや200ボルトのＥＶ・ＰＨＥＶ充電用屋外コンセントを標

準搭載とした戸建分譲住宅の着工を順次開始しており、断熱性能の高い省

エネ仕様を全棟で採用していることと合わせて、顧客ニーズへの対応を進

めております。請負工事につきましては、規格型注文住宅の受注拡大に努

め、モデルハウスを設置するなど、営業基盤の構築を進めております。ま

た、戸建事業については、オプション商品の充実や火災保険の代理店業務

開始など、付随するサービスの拡充を実施いたしました。これらの取り組

みにより、戸建事業における販売棟数は、主力である戸建分譲が1,767棟と

前事業年度より12.0％の増加、請負工事が35棟と前事業年度より94.4％の

増加となりました。

マンション事業におきましては、２棟（全101戸）の新築分譲マンション

の販売を中心に営業活動を行い、このうち平成24年９月に竣工した１棟（全
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32戸）では、成約した住戸の引き渡しを同年10月から順次開始しておりま

す。賃貸マンションについては、前事業年度に取得した賃貸用マンション

の供用を開始し、また今後賃貸マンションを建築する用地等の取得を行い

ました。

これらの結果、当事業年度における業績は、売上高446億44百万円（前事

業年度比 13.0％増）、営業利益45億74百万円（同 6.6％増）、経常利益44

億53百万円（同 5.4％増）、当期純利益26億29百万円（同 5.8％増）とな

りました。

なお、当社株式は、平成24年９月３日をもちまして、大阪証券取引所市

場第一部銘柄に指定されました。これもひとえに、株主の皆様をはじめ、

お客様、お取引先様など、多くの関係者の皆様からのご支援の賜物と心よ

り感謝申しあげます。

今後も皆様方のご期待にお応えすべく、お客様からの信頼を第一に考え、

より一層ご満足いただける安心で快適な住宅づくりに励み、業容の拡大と

企業価値の向上を目指してまいります。

　

②　設備投資の状況

当事業年度におきましては、総額で３億19百万円の設備投資を行ってお

ります。その主なものは、モデルハウス用地の取得およびたな卸資産から

の振替82百万円、賃貸用マンション用地の取得79百万円、賃貸用マンショ

ンの改装工事65百万円であります。

　

③　資金調達の状況

当社の主な資金需要は分譲用地の仕入資金であり、当座貸越契約を含む

金融機関からの借入により調達しております。当事業年度末の借入金残高

は83億74百万円であります。

　

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

　

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

　

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

該当事項はありません。

　

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当事項はありません。
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(2）直前３事業年度の財産および損益の状況

区　　分
第11期

　

(平成21年10月期)

第12期
　

(平成22年10月期)

第13期
　

(平成23年10月期)

第14期
(当事業年度)

(平成24年10月期)

売 上 高 (千円) 34,993,767 36,826,664 39,507,384 44,644,642

経 常 利 益 (千円) 1,582,353 3,922,505 4,225,551 4,453,629

当 期 純 利 益 (千円) 1,067,876 2,301,533 2,485,113 2,629,775

１株当たり当期純利益 63円19銭 136円19銭 147円05銭 157円26銭

総 資 産 (千円) 23,194,795 28,425,527 31,906,703 33,721,692

純 資 産 (千円) 14,202,699 16,297,278 18,425,447 17,842,332

１株当たり純資産額 840円41銭 963円60銭 1,088円66銭 1,290円91銭

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出し、１株当たり純資産

額は期末発行済株式総数に基づき算出しております。なお、期中平均発行済株式総数と

期末発行済株式総数は、自己株式数を控除しております。

　

(3）重要な親会社および子会社の状況

該当事項はありません。

　

(4）対処すべき課題

当社は設立より急速な発展を遂げてまいりましたが、今後も企業理念に基

づいた事業の拡大を継続していくためには、会社の成長に応じた人材の採用

ならびに育成が必要であると考えております。

特に当社の企画営業職は、販売をアウトソーシングする一方、緻密なマー

ケット調査、プロジェクトの立案、土地の仕入からプランニング、官公庁に

おける許認可の取得、契約と業務が多岐にわたるため、その育成は非常に重

要であります。また、工事部門では、施工は協力業者に分離発注する一方、

工程、品質、コスト、安全の４つを徹底して管理することに人的資源を集中

しておりますが、お客様にご満足していただける商品をつくり、事業を拡大

していくためには、これを適切に管理する人材を確保し、育成していくこと

が必要であります。

これに対し、人材の採用につきましては、長期的かつ安定的な人材確保を

目的として、新卒者の定期採用を継続して実施しており、当事業年度におき

ましては34名が入社いたしました。さらに、中途採用も継続して実施し、即

戦力となる人材の確保に努めております。育成面においては、オン・ザ・ジ

ョブ・トレーニングによる実務研修のほか、社内外の講師を招いた研修会を

定期的に開催し、法令等を始めとする、業務に必要となる知識や技能の教育

を実施しており、また資格支援制度によって各種業務資格の取得を促進して

おります。
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今後も継続して新店舗を出店し、事業エリアを拡大していくためには、そ

の責任者の確保が特に重要であるため、人材の採用ならびに育成を当社の最

重要課題として対処してまいります。

　

(5）主要な事業内容（平成24年10月31日現在）

建築工事の設計、工事監理、施工ならびにコンサルティング

不動産の売買、仲介、斡旋、賃貸ならびに管理

損害保険代理業

　

(6）主要な営業所等（平成24年10月31日現在）
本　社 兵庫県尼崎市東難波町五丁目６番９号    

支社・支店

尼 崎 支 店（ 兵 庫 県 尼 崎 市） 加古川支店（ 兵庫県加古川市）

御 影 支 店（ 神 戸 市 東 灘 区） 江 坂 支 店（ 大 阪 府 吹 田 市）

西 宮 支 店（ 兵 庫 県 西 宮 市） 福 島 支 店（ 大 阪 市 福 島 区）

明 石 支 店（ 兵 庫 県 明 石 市） 神 戸 支 店（ 神 戸 市 中 央 区）

高 槻 支 店（ 大 阪 府 高 槻 市） 守 口 支 店（ 大 阪 府 守 口 市）

堺 支 店（ 堺 市 堺 区） 京都西支店（ 京 都 府 向 日 市）

京都東支店（ 京 都 市 山 科 区） 姫 路 支 店（ 兵 庫 県 姫 路 市）

奈 良 支 店（ 奈 良 県 奈 良 市） 名古屋支社（ 名古屋市名東区）

東大阪支店（ 大阪府東大阪市） 広 島 支 店（ 広島市安佐南区）

春日井支店（ 愛知県春日井市） 福 岡 支 店（ 福 岡 市 博 多 区）

松 戸 支 店（ 千 葉 県 松 戸 市） 　  　  
(注)１．平成23年11月１日付で、枚方支店を一時閉鎖いたしました。

　　２．平成23年11月１日付で、明石支店に統合していた姫路支店の営業を再開いたしました。

　　３．平成24年２月５日付で、福岡支店を新設いたしました。

　　４．平成24年４月14日付で、松戸支店を新設いたしました。

　

(7）使用人の状況（平成24年10月31日現在）

使用人数（前事業年度末比増減） 平均年齢（前事業年度） 平均勤続年数（前事業年度）

258名（＋16名） 36.5歳（36.5歳） ４年２ヶ月（４年２ヶ月）

　

(8）主要な借入先の状況（平成24年10月31日現在）
（単位：千円）

借　　入　　先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,393,200

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,717,000

株 式 会 社 四 国 銀 行 1,382,500

株 式 会 社 り そ な 銀 行 744,000

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 537,000
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(9）その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

　

２．株式の状況（平成24年10月31日現在）

(1）発行可能株式総数 　　　　　　　　　　 67,600,000株

　

(2）発行済株式の総数 　　　　　　　　　　 16,901,900株

　

(3）株主数　　　　   　　　　　　　　　　 　　 3,946名

　

(4）大株主（上位10名）

株　　主　　名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

中 島 興 産 株 式 会 社 4,721,000株 34.2％

伏 見 管 理 サ ー ビ ス 株 式 会 社 1,800,000 13.0

ビービーエイチ　フォー　フィデリティ　ロー

プライスド　ストック　ファンド（プリンシパ

ル　オール　セクター　サブポートフォリオ）

1,690,000 12.2

中 島 雄 司 338,000 2.4

五 十 嵐 　 幸 　 造 312,000 2.3

牛 島 慎 吾 300,000 2.2

ベイリーギフォード　シンニッポン　ピーエルシー 232,000 1.7

西 河 洋 一 210,000 1.5

神 林 忠 弘 180,200 1.3

C I T I G R O U P  G L O B A L  M A R K E T S  I N C .  - S E

C U R I T I E S  S A F E K E E P I N G  A C C O U N T  4 1 8
157,900 1.1

(注)１．当社は、自己株式を3,102,526株保有しておりますが、上記大株主からは除外してお

ります。

　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　

３．新株予約権等の状況

(1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（平成24年10月31日現在）

　平成22年２月20日開催の取締役会決議による新株予約権

・新株予約権の数　　　　　　　　　　　54個

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新株予約権１個につき100株）
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・新株予約権の目的となる株式の種類および数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　普通株式　5,400株

・新株予約権の払込金額　　　　　　　　１個当たり25,600円

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１個当たり62,500円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１株当たり625円）

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本金および資本準備

金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本

金の額は、１株当たり441円とする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本

準備金の額は、１株当たり440円とする。

　　なお、行使価額が調整された場合は、いずれの金額も調整される。

・新株予約権を行使することができる期間

　　平成24年３月10日から平成32年２月19日まで

・新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社の関係会社

の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、

取締役、監査役が任期満了により退任した場合、または従業員が定年

により退職した場合にはこの限りではない。また、当社取締役会が正

当な理由があると認めた場合はこの限りではない。

②　その他の権利行使の条件は、当社第11回定時株主総会決議および取

締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約書」の定めによる。

・当社役員の保有状況

区　　分 新株予約権の数 目的となる株式の数 保 有 者 数

取 締 役 27個 2,700株 ３人

監 査 役 27個 2,700株 ３人

　

(2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

　該当事項はありません。

　



－ 8 －

(3）その他新株予約権等の状況（平成24年10月31日現在）

　平成22年２月20日開催の取締役会決議による新株予約権

・新株予約権の数　　　　　　　　　　　1,060個

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新株予約権１個につき100株）

・新株予約権の目的となる株式の種類および数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　普通株式　106,000株

・新株予約権の払込金額　　　　　　　　金銭の払込みを要しない。

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１個当たり62,500円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１株当たり625円）

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本金および資本準備

金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本

金の額は、１株当たり441円とする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本

準備金の額は、１株当たり440円とする。

　　なお、行使価額が調整された場合は、いずれの金額も調整される。

・新株予約権を行使することができる期間

　　平成24年３月10日から平成32年２月19日まで

・新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社の関係会社

の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、

取締役、監査役が任期満了により退任した場合、または従業員が定年

により退職した場合にはこの限りではない。また、当社取締役会が正

当な理由があると認めた場合はこの限りではない。

②　その他の権利行使の条件は、当社第11回定時株主総会決議および取

締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約書」の定めによる。

・当社使用人等の保有状況

区　　分 新株予約権の数 目的となる株式の数 保 有 者 数

当 社 使 用 人 1,060個 106,000株 151人
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４．会社役員の状況

(1）取締役および監査役の状況（平成24年10月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 中 島 雄 司  

常 務 取 締 役 牛 島 慎 吾 企 画 営 業 部 長

常 務 取 締 役 堀 　 　 巌 工 事 部 長

取 締 役 東 　 秀 彦 管 理 部 長

常 勤 監 査 役 藤 本 智 章  

監 査 役 田 村 一 美
田 村 一 美 会 計 事 務 所 所 長

神 明 監 査 法 人 代 表 社 員

監 査 役 水 永 誠 二
牧 野 内 総 合 法 律 事 務 所 弁 護 士

株式会社アーネストワン社外監査役

(注)１．監査役 田村一美氏および監査役 水永誠二氏は、社外監査役であります。

　　２．平成24年２月18日付で取締役の地位・担当を次のとおり変更しております。

　　　・牛島慎吾氏は、取締役から常務取締役に就任いたしました。

　　　・堀巌氏は、取締役から常務取締役に就任いたしました。

　　３．常勤監査役 藤本智章氏および監査役 田村一美氏は、以下のとおり、財務および会計

に関する相当程度の知見を有しております。

　　　・常勤監査役 藤本智章氏は、税理士事務所に平成９年３月から平成13年７月まで在籍

し、通算４年５ヶ月にわたり決算手続ならびに財務諸表の作成等に従事しておりまし

た。

　　　・監査役 田村一美氏は、公認会計士の資格を有しております。

　　４．当社は、監査役 田村一美氏を株式会社大阪証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、同取引所に届け出ております。

　

(2）事業年度中に退任した取締役および監査役

　該当事項はありません。

　

(3）取締役および監査役の報酬等の総額

区　　分 人　　数 報酬等の総額

取　締　役 ４名 86,960千円

監　査　役

（うち社外監査役）

３名

（２名）

17,230千円

（4,960千円）

合　計

（うち社外役員）

７名

（２名）

104,190千円

（4,960千円）

(注)１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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　　２．取締役の報酬限度額は、平成19年１月26日開催の第８回定時株主総会において年額

150,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

　　３．監査役の報酬限度額は、平成19年１月26日開催の第８回定時株主総会において年額

25,000千円以内と決議いただいております。

　　４．上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

　　　・当事業年度における役員賞与引当金の繰入額26,700千円（取締役４名に対し23,030千

円、監査役３名に対し3,670千円（うち社外監査役２名に対し1,000千円））。

　　　・ストック・オプションによる報酬額197千円（取締役３名に対し98千円、監査役３名

に対し98千円（うち社外監査役２名に対し65千円））。

　

(4）社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他

の法人等との関係

・監査役 田村一美氏は、田村一美会計事務所の所長および神明監査法人の

代表社員であります。なお、当社は両法人との間には特別な関係はあり

ません。

・監査役 水永誠二氏は、牧野内総合法律事務所の弁護士であります。なお、

当社は同法人との間には特別な関係はありません。

②　他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該他

の法人等との関係

・監査役 水永誠二氏は、株式会社アーネストワンの社外監査役であります。

なお、当社は同社との間には特別な関係はありません。

③　当事業年度における主な活動状況

区　　分 活 動 状 況

監査役 田 村 一 美

当事業年度に開催された取締役会18回のうち13回に出席し、

監査役会14回のうち14回全てに出席いたしました。公認会計

士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行ってお

ります。また、監査役会において、当社の経理システムなら

びに内部監査について適宜、必要な発言を行っております。

監査役 水 永 誠 二

当事業年度に開催された取締役会18回のうち13回に出席し、

監査役会14回のうち14回全てに出席いたしました。弁護士と

しての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思

決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま

す。また、監査役会において、当社のコンプライアンス体制

ならびに内部監査について適宜、必要な発言を行っておりま

す。
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④　責任限定契約の内容の概要

当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。各社外監

査役に係る当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低

責任限度額としております。

　

５．会計監査人の状況

(1）名称 　　　　　　　新日本有限責任監査法人

　

(2）報酬等の額

区　　分 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての

報酬等の額
30,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭そ

の他の財産上の利益の合計額
30,200千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

(3）非監査業務の内容

当事業年度において、当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条

第１項の業務以外の業務（非監査業務）として、情報セキュリティに関する

研修の実施を委託し、対価を支払っております。

　

(4）会計監査人の解任または不再任の決定方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請

求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とす

ることといたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし

ます。
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６．業務の適正を確保するための体制

(1）職務執行の基本方針

当社は、次の企業理念を掲げ、全ての役員および使用人（当社の業務に従

事する全ての者を含みます。）が、職務を執行するにあたっての基本方針と

する。

【企業理念】

１．住宅作りにおいて、社会へ貢献する。

２．より良いものを、より安く、より早く、より安全に提供することで社

会へ貢献する。

３．人を育て、健全経営を行い、社会へ貢献する。

当社は、この企業理念の下、適正な業務執行のための体制を整備し、運用

していくことが重要な経営の責務であると認識し、以下の内部統制システム

を構築する。

また、今後も内外環境の変化に応じ、一層適切な内部統制システムを整備

すべく努めなければならない。

　

(2）内部統制システムに関する体制

①　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制

ⅰ　取締役会は、取締役会の運営に係る規程を整備し、当該規程に則り会

社の業務を決定する。

ⅱ　取締役会は、法令等を遵守する体制を確保するために、全ての役員お

よび使用人の行動を規律する倫理規程を制定するとともに、その他の社

内諸規程を整備し、取締役による職務の執行を統制・監視する。

ⅲ　取締役は、取締役会から授権された範囲における業務執行を、法令等

を遵守して行う権限と責任を有する。

ⅳ　取締役会が取締役の職務の執行を監督するため、取締役は、会社の業

務執行状況を取締役会規程に則り取締役会に報告するとともに、他の取

締役の職務執行を相互に監視・監督する。

ⅴ　取締役会および取締役の業務執行状況は、監査役の監査を受ける。

ⅵ　代表取締役社長は、業務執行部門から独立した内部監査室を設置する。

取締役の業務執行状況は、内部監査室の監査を受ける。

ⅶ　取締役の職務執行につき、法令等に違反する行為等を発見した者は、

速やかに職制を通じて担当取締役に報告しなければならない。また、職

制を通じると正常な情報の伝達ができない場合、当該報告を取締役会に

直接行う手段を確保するために、企業倫理規程にエマージェンシー・ラ

イン制度を定める。
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②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

ⅰ　取締役の職務の執行に係る情報については、管理基準および管理体制

を整備し、法令および社内規程に基づき作成・保存し、必要に応じて取

締役、監査役、会計監査人等が閲覧し、謄写可能な状態にて管理する。

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ⅰ　役員および使用人は、その担当する職務におけるリスクを把握、分析、

評価し、適切な対策を実施するとともに、かかるリスクマネジメント状

況を監督し、定期的に見直さなければならない。

ⅱ　役員および使用人は、当社の経営に重大な影響を与えるリスクを発見

した場合には、担当取締役に職制を通じて適切に報告を行わなければな

らない。なお、職制を通じると正常な情報の伝達ができない場合には、

エマージェンシー・ライン制度により、取締役会に直接伝達を行うもの

とする。

ⅲ　リスク管理体制の基礎として、危機管理規程を今後定め、損害の発生

を抑止するとともに、発生した損害の拡大を防止しこれを最小限に止め

る体制を整えることとします。

　

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ⅰ　取締役の職務分担を明確にし、取締役の職務の執行が効率的に行われ

ることを確保するため、取締役会は組織規程、職務分掌規程、職務権限

規程において、それぞれの責任者および責任、執行手続の詳細について

定める。

ⅱ　経営上の重要な事項については、各部門の次長職以上で構成される経

営会議において慎重に協議を行うとともに、会社全体の意思統一を図る。

　

⑤　使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制

ⅰ　全ての役員および使用人がとるべき行動の基準、規範を示した企業倫

理規程に基づき、職制を通じて業務執行の徹底と監督を行うとともに、

研修等を通じてコンプライアンス教育・啓発を行い、企業倫理規程の実

践的運用と徹底を行う体制を構築する。

ⅱ　使用人は、職務の執行に際し適法性について疑念が生じた場合には、

顧問弁護士、公認会計士等に相談し助言を受ける等、適切に対応しなけ

ればならない。
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ⅲ　使用人の職務の執行が法令等に違反する行為等を発見した者は、速や

かに職制を通じて担当取締役に報告しなければならない。なお、職制を

通じると正常な情報の伝達ができない場合には、エマージェンシー・ラ

イン制度により、取締役会に直接伝達を行うものとする。

ⅳ　使用人の職務執行に問題があった場合には、就業規則等に則り適正に

処分する。

ⅴ　使用人の職務執行状況は、内部監査室による監査を受ける。内部監査

室はその結果を被監査部門にフィードバックするとともに、経営層およ

び監査役に適宜報告する。

　

⑥　当該株式会社ならびにその親会社および子会社からなる企業集団におけ

る業務の適正を確保するための体制

ⅰ　当社には現在、親会社および子会社に該当する会社はないが、親会社

または子会社に該当する会社が現れた際に決議を行う。

　

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

ⅰ　現在、監査役の職務を補助すべき使用人は配置していないが、監査役

がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、必要に応

じて、同使用人を置くこととする。

　

⑧　前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

ⅰ　監査役の職務を補助すべき使用人の任命、解任、評価、人事異動、賃

金等の改定については、監査役会の同意を得た上で決定することとし、

取締役からの独立性を確保するものとする。

　

⑨　取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制

ⅰ　取締役は、株式会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があるこ

とを発見したときは、法令に従い、直ちに当該事実を監査役会に報告し

なければならない。

ⅱ　監査役は、取締役会に出席し、取締役の業務執行に関する報告を受け

る。また、監査役は、重要と認める会議体等に出席することができる。

ⅲ　監査役はいつでも必要に応じて、稟議書その他業務執行に関する重要

な文書を閲覧し、取締役および使用人に対してその説明を求めることが

できる。

ⅳ　内部監査室は、監査役がその業務の遂行上必要とする場合には、内部

監査に基づく監査資料を遅滞なく提出すべき旨、内部監査規程に定める。
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⑩　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ⅰ　監査役会は、代表取締役社長と必要に応じて会合を持ち、監査上の重

要課題等について意見交換を行う。

ⅱ　監査役は、内部監査室と緊密な連携を保ち、効率的な監査の実施に努

める。

ⅲ　監査役は、会計監査人から会計監査内容について説明を受けるととも

に、情報の交換を行い、連携を図っていく。

　

７．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、常に企業価値を高めることにより、株主に対し長期的に貢献でき

る企業を目指しております。従って、株主配当につきましては、将来の事業

展開に備えるための内部資金の確保、ならびに企業業績等も勘案したうえで、

安定した利益還元を念頭に置きながら、配当性向20％を目標として実施して

まいりたいと考えております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方

針としております。

上記の考えの下、当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき17

円とさせていただきました。この結果、すでに、平成24年７月19日に実施済

みの中間配当金１株につき15円と合わせまして、年間配当金は１株につき32

円となり、配当性向は20.3％となります。

内部留保資金につきましては、主に事業活動に必要となる分譲用地の仕入

資金として有効活用してまいりたいと考えております。

　


（注）　この事業報告に記載の金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しておりま

す。
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貸　借　対　照　表

（平成24年10月31日現在）  

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

仕掛販売用不動産

未 成 工 事 支 出 金

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

出 資 金

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

31,878,245

14,600,034

18,121

7,897,930

7,298,961

1,631,610

4,322

175,498

90,732

146,119

14,913

1,843,446

1,637,929

518,966

9,966

666

88,512

104,854

△258,231

1,172,918

275

7,859

7,447

411

197,657

451

31,661

37,419

79,902

48,222

流 動 負 債 15,766,223

支 払 手 形 2,632,680

工 事 未 払 金 3,050,686

短 期 借 入 金 8,092,200

１年内返済予定の長期借入金 282,500

未 払 金 62,009

未 払 費 用 17,219

未 払 法 人 税 等 990,022

未 払 消 費 税 等 18,947

前 受 金 243,157

預 り 金 153,316

賞 与 引 当 金 155,166

役 員 賞 与 引 当 金 26,700

完成工事補償引当金 21,844

そ の 他 19,773

固 定 負 債 113,136

退 職 給 付 引 当 金 96,204

そ の 他 16,932

負 債 合 計 15,879,360

純 資 産 の 部

株 主 資 本 17,813,086

資 本 金 1,584,837

資 本 剰 余 金 1,339,195

資 本 準 備 金 1,339,186

その他資本剰余金 9

利 益 剰 余 金 17,548,249

利 益 準 備 金 5,400

その他利益剰余金 17,542,849

繰越利益剰余金 17,542,849

自 己 株 式 △2,659,196

評価・換算差額等 727

その他有価証券評価差額金 727

新 株 予 約 権 28,518

純 資 産 合 計 17,842,332

資 産 合 計 33,721,692 負 債 純 資 産 合 計 33,721,692
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損　益　計　算　書

（平成23年11月１日から
平成24年10月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 44,644,642

売 上 原 価 　 37,095,073

売 上 総 利 益 　 7,549,568

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 2,974,863

営 業 利 益 　 4,574,705

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 516 　

受 取 保 険 金 2,284 　

損 害 賠 償 金 1,865 　

安 全 協 力 会 費 収 受 金 4,839 　

そ の 他 3,893 13,398

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 130,959 　

そ の 他 3,514 134,474

経 常 利 益 　 4,453,629

特 別 利 益 　 　

新 株 予 約 権 戻 入 益 2,611 2,611

税 引 前 当 期 純 利 益 　 4,456,240

法人税、住民税及び事業税 1,821,923 　

法 人 税 等 調 整 額 4,541 1,826,465

当 期 純 利 益 　 2,629,775
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株主資本等変動計算書

（平成23年11月１日から
平成24年10月31日まで）

（単位：千円）

 科目  金額  
 株主資本    
 資本金    
 当期首残高  1,584,000 
 当期変動額    
 新株の発行（新株予約権の行使）  837 
 当期変動額合計  837 
 当期末残高  1,584,837 
 資本剰余金    
 資本準備金    
 当期首残高  1,338,350 
 当期変動額    
 新株の発行（新株予約権の行使）  836 
 当期変動額合計  836 
 当期末残高  1,339,186 
 その他資本剰余金    
 当期首残高  － 
 当期変動額    
 自己株式の処分  9 
 当期変動額合計  9 
 当期末残高  9 
 資本剰余金合計    
 当期首残高  1,338,350 
 当期変動額    
 新株の発行（新株予約権の行使）  836 
 自己株式の処分  9 
 当期変動額合計  845 
 当期末残高  1,339,195 
 利益剰余金    
 利益準備金    
 当期首残高  5,400 
 当期変動額    
 当期変動額合計  － 
 当期末残高  5,400 
 その他利益剰余金    
 繰越利益剰余金    
 当期首残高  15,470,785 
 当期変動額    
 剰余金の配当  △304,190 
 剰余金の配当（中間配当額）  △253,520 
 当期純利益  2,629,775 
 当期変動額合計  2,072,063 
 当期末残高  17,542,849 
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（単位：千円）

 科目  金額  
 利益剰余金合計    
 当期首残高  15,476,185 
 当期変動額    
 剰余金の配当  △304,190 
 剰余金の配当（中間配当額）  △253,520 
 当期純利益  2,629,775 
 当期変動額合計  2,072,063 
 当期末残高  17,548,249 
 自己株式    
 当期首残高  △782 
 当期変動額    
 自己株式の取得  △2,658,756 
 自己株式の処分  342 
 当期変動額合計  △2,658,413 
 当期末残高  △2,659,196 
 株主資本合計    
 当期首残高  18,397,752 
 当期変動額    
 新株の発行（新株予約権の行使）  1,673 
 剰余金の配当  △304,190 
 剰余金の配当（中間配当額）  △253,520 
 当期純利益  2,629,775 
 自己株式の取得  △2,658,756 
 自己株式の処分  352 
 当期変動額合計  △584,666 
 当期末残高  17,813,086 
 評価・換算差額等　    
 その他有価証券評価差額金    
 当期首残高  △50 
 当期変動額    
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  778 
 当期変動額合計  778 
 当期末残高  727 
 評価・換算差額等合計    
 当期首残高  △50 
 当期変動額    
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  778 
 当期変動額合計  778 
 当期末残高  727 
 新株予約権    
 当期首残高  27,744 
 当期変動額    
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  773 
 当期変動額合計  773 
 当期末残高  28,518 
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（単位：千円）

 科目  金額  
 純資産合計    
 当期首残高  18,425,447 
 当期変動額    
 新株の発行（新株予約権の行使）  1,673 
 剰余金の配当  △304,190 
 剰余金の配当（中間配当額）  △253,520 
 当期純利益  2,629,775 
 自己株式の取得  △2,658,756 
 自己株式の処分  352 
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  1,551 
 当期変動額合計  △583,114 
 当期末残高  17,842,332 
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（個別注記表）

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

　

(2）資産の評価基準および評価方法

①　その他有価証券

時価のあるもの･･････････････････事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの･･････････････････移動平均法による原価法

②　たな卸資産

販売用不動産、仕掛販売用不動産

および未成工事支出金････････････個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　　

(3）固定資産の減価償却の方法 　

①　有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）･･････定額法

その他･･････････････････････････定率法

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ７年～42年

構築物 10年～40年

機械及び装置 17年

車両運搬具 ２年～６年

工具、器具及び備品 ２年～15年

②　無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）････････社内における見込利用期間（５年）に基づく定額法

③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年10月31日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

　

(4）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上するこ

ととしております。

②　賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度において負

担すべき額を計上しております。
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③　役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、役員賞与支給見込額のうち当事業年度において

負担すべき額を計上しております。

④　完成工事補償引当金

建築物の引渡後の瑕疵による損失および補償サービス費用を補填するため、過去の分譲

建物に係る補修費等の実績ならびに第三者からの見積等を基準として将来の補償見込額を

計上しております。

⑤　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に関する実務指針（中間報告）（日本公

認会計士協会　会計制度委員会報告第13号）に定める簡便法（期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法）により計算した当事業年度末の退職給付債務に基づき計上してお

ります。

　

(5）収益および費用の計上基準

完成工事高および完成工事原価の計上基準

①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の工事

　　　工事完成基準

　

(6）その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。控除対象外消費税等は、固定資産に係るものは投資その

他の資産の「その他」に計上し、５年間の均等償却を行っており、それ以外は発生年度

の期間費用としております。

　

２．会計方針の変更に関する注記

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平

成22年６月30日）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表分）を適用しております。

　

３．表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取保険金」および「安

全協力会費収受金」は、それぞれ金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記する

こととしました。

なお、前事業年度の「受取保険金」は18千円、「安全協力会費収受金」は4,328千円であり

ます。
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４．追加情報

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更および誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）および「会計

上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平

成21年12月４日）を適用しております。

　

５．貸借対照表に関する注記

　担保に供している資産および担保に係る債務

①　担保に供している資産

　現金及び預金 1,900,000千円

　販売用不動産 3,453,452千円

　仕掛販売用不動産 5,552,108千円

　建物 92,186千円

　土地 589,897千円

　　計 11,587,646千円

②　担保に係る債務

　短期借入金 8,092,200千円

　１年内返済予定の長期借入金 282,500千円

　　計 8,374,700千円

　

６．株主資本等変動計算書に関する注記

(1）発行済株式の種類および総数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 16,900,000株 1,900株 － 16,901,900株

（注）普通株式の発行済株式の総数の増加1,900株は、ストック・オプションの行使による新株

の発行による増加分であります。

　

(2）自己株式の種類および株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 526株 3,102,400株 400株 3,102,526株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加3,102,400株は、取締役会決議による自己株式の

取得による増加分であります。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少400株は、ストック・オプションの行使による減

少分であります。
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(3）剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決　　議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成23年12月15日
取締役会

普通株式 304,190千円 18円 平成23年10月31日 平成24年１月12日

平成24年６月４日
取締役会

普通株式 253,520千円 15円 平成24年４月30日 平成24年７月19日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

決　　議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成24年12月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 234,589千円 17円 平成24年10月31日 平成25年１月10日

　

(4）当事業年度末日における新株予約権に関する事項

　 第２回新株予約権 第３回新株予約権

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 5,400株 106,000株

新 株 予 約 権 の 残 高 1,382千円 27,136千円

　

７．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については、分譲

用地の仕入資金を始めとする事業活動に必要な資金を、主に銀行からの短期借入により調

達しております。なお、設備投資等の理由により長期的な資金が必要となる際には、資金

計画等を十分に検討し、適切な手段を用いて資金調達を行うこととしております。

デリバティブ取引については、将来の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的

な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

または発行体の信用リスクに晒されているため、定期的に時価や発行体の財務状況等を把

握し、保有状況を継続的に見直しております。

営業債務である支払手形及び工事未払金については、１年以内の支払期日であります。

これらは決済時において流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）に晒

されているため、担当部署が適時に資金計画を作成し、管理を行っております。

短期借入金および長期借入金については、主に分譲用地の仕入資金に対する資金調達で

あります。これらは返済または利息の支払期日において流動性リスクに晒されているため、

担当部署が適時に資金計画を作成し、管理を行っております。また、借入金のうち変動金

利によるものは、金利の変動リスクに晒されているため、月次単位で報告資料を作成し、

調達金利の動向を把握することによって管理を行っております。
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③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

　

(2）金融商品の時価等に関する事項

平成24年10月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれ

ておりません（（注）２．参照）。

　 　 　 （単位：千円）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 14,600,034 14,600,034 －

(2）投資有価証券 　 　 　

　　　その他有価証券 31,631 31,631 －

　資産計 14,631,666 14,631,666 －

(1）支払手形 2,632,680 2,632,680 －

(2）工事未払金 3,050,686 3,050,686 －

(3）短期借入金 8,092,200 8,092,200 －

(4）１年内返済予定の長期借入金 282,500 282,182 △317

　負債計 14,058,066 14,057,749 △317

デリバティブ取引 － － －

(注)１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1）現金及び預金

　現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

(2）投資有価証券

　投資有価証券のうち株式については、取引所の価格によっております。

負　債

(1）支払手形、(2）工事未払金、(3）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(4）１年内返済予定の長期借入金

　これらのうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映していることか

ら、時価は帳簿価額とほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によるものと

し、固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 30

　非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積る

ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、

「(2）投資有価証券」には含めておりません。

　　３．金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 14,595,101 － － －

　

８．賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

９．税効果会計に関する注記

(1）繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

　完成工事補償引当金 8,303千円

　未払事業税否認 68,479千円

　未払費用否認 53,129千円

　退職給付引当金 35,235千円

　長期未収入金 22,240千円

　投資有価証券評価損 14,256千円

　土地評価損 4,494千円

　資産除去債務 5,790千円

　その他 16,947千円

繰延税金資産合計 228,874千円

繰延税金負債 　

　前払費用認定損 △635千円

　資産除去債務に対応する除去費用 △2,217千円

繰延税金負債合計 △2,853千円

繰延税金資産の純額 226,021千円

　

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100

分の５以下であるため注記を省略しております。
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(3）法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」（平成23年法律第114号）および「東日本大震災からの復興のための施策を実施す

るために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月

２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げおよび

復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産および繰

延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の40.69％から平成24年11月１日に開始

する事業年度から平成26年11月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につ

いては37.96％に、平成27年11月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異

については、35.59％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が

4,756千円、その他有価証券評価差額金が４千円、それぞれ減少し、法人税等調整額が4,752

千円増加しております。

　

10．リースにより使用する固定資産に関する注記

事務機器および車両運搬具等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約

により使用しておりますが、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

11．持分法損益等に関する注記

該当事項はありません。

　

12．関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

　

13．１株当たり情報に関する注記

(1）１株当たり純資産額  1,290円91銭

(2）１株当たり当期純利益  　157円26銭

　

14．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成24年12月25日 
 フ ァ ー ス ト 住 建 株 式 会 社  
 取締役会　御中  
 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 柳 　 年 哉 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 本 　 　 要 
 

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ファースト住
建株式会社の平成23年11月１日から平成24年10月31日までの第14期事業年度の
計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
　
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。
これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明
細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法
人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査
証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附
属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　
　当監査役会は、平成23年11月１日から平成24年10月31日までの第14期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業
報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討い
たしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたし
ました。

　
２．監査の結果
(1）事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実

は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　

 

 平成24年12月27日  

 ファースト住建株式会社　監査役会  

 

常勤監査役 藤 本 智 章 

社外監査役 田 村 一 美 

社外監査役 水 永 誠 二 

 

以　上
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株主総会参考書類

　

第１号議案　取締役４名選任の件

　取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社
の 株 式 の 数

１
なか

中
じま

島
ゆう

雄
じ

司
(昭和32年６月８日生)

昭和60年４月　飯田建設工業株式会社（現 一

建設株式会社）入社

平成11年７月　当社取締役就任

平成12年３月　当社代表取締役就任

平成12年10月　当社代表取締役社長就任（現

任）

338,000株

２
うし

牛
じま

島
しん

慎
ご

吾
(昭和36年７月４日生)

平成６年９月　株式会社ライフ住宅入社

平成12年10月　当社入社

平成13年８月　当社取締役企画営業部長就任

平成17年11月　当社取締役開発事業部長就任

平成19年11月　当社取締役本社事業部長就任

平成20年８月　当社取締役企画営業部長就任

平成24年２月　当社常務取締役企画営業部長就

任（現任）

300,000株

３
ほり

堀
いわお

巌
(昭和28年５月23日生)

平成10年３月　朝日ハウス産業株式会社入社

平成15年３月　当社入社

平成20年11月　当社工事部次長

平成21年11月　当社工事部長

平成22年１月　当社取締役工事部長就任

平成24年２月　当社常務取締役工事部長就任

（現任）

700株

４
ひがし

東 　
ひで

秀
ひこ

彦
(昭和32年６月14日生)

昭和62年10月　監査法人中央会計事務所入所

平成３年３月　公認会計士登録

平成19年８月　監査法人トーマツ（現 有限責

任監査法人トーマツ）入所

平成23年11月　当社入社、管理部長

平成24年１月　当社取締役管理部長就任（現

任）

1,000株

（注）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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第２号議案　監査役２名選任の件

　監査役藤本智章、田村一美の両氏は、本総会終結の時をもって任期満了と

なりますので、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社
の 株 式 の 数

１
ふじ

藤
もと

本
とも

智
あき

章
(昭和38年12月26日生)

平成９年３月　大杉勝税理士事務所入所

平成13年11月　当社入社

平成14年１月　当社監査役就任（現任）

10,000株

２
た

田
むら

村
かず

一
み

美
(昭和24年７月27日生)

昭和61年４月　瑞穂監査法人入所

平成元年10月　公認会計士登録

平成３年１月　田村一美公認会計士事務所（現

田村一美会計事務所）開設　所

長（現任）

平成14年７月　当社監査役就任（現任）

平成18年７月　神明監査法人代表社員就任（現

任）

－

（注）１．両候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．田村一美氏は、社外監査役候補者であります。

３．田村一美氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏は公認会計士の資格を持ち、特に

当社の会計監査体制の充実に向けた専門家としての高度なアドバイスを期待しており

ます。なお、同氏は会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、

社外監査役として、その職務を適正に遂行できるものと判断しております。

４．田村一美氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって10年６ヶ月となります。

５．当社は、田村一美氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責

任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。同氏の再任が承認され

た場合は、同氏との間で当該契約を継続する予定であります。

６．当社は、田村一美氏を大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま

す。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であ

ります。

　

以　上　
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株主の皆様へ

平成25年１月９日

ファースト住建株式会社

代表取締役社長　中島雄司

株主懇談会のご案内
拝啓　株主の皆様には平素より格別のお引き立てを賜り、心よりお礼申しあげ
ます。
　さて、当社第14回定時株主総会終了後に株主懇談会を開催させていただきま
す。日頃お目にかかることの少ない株主の皆様から、さまざまな貴重なご意見
を賜りたく、軽食を準備しお待ち申しあげます。
　短時間ではありますが、弊社役員とご歓談いただきまして、弊社へのご理解
を一層深めていただければと願い、ここにご案内申しあげる次第でございます。
　株主の皆様方におかれましては大変ご多忙の折、恐縮ではございますが、是
非ともご出席賜りますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．株主懇談会開催場所

　　尼崎市中小企業センター　１階ホール

２．開催日時

　　平成25年１月24日（木曜日）
　　開催時間は定時株主総会終了後に１時間程度を予定しております。

３．株主懇談会ご入場について

　①　株主懇談会会場の収容能力および警備上、ご同伴の方も含め株主様ご本
人以外の方のご入場はできませんので何卒ご了承ください。

　　　また、株主懇談会ご入場に当たっては定時株主総会会場ご入場受付でお
渡しする出席票のご提示が必要となります。

　②　不測の事態により開催が困難となった場合、急遽中止とさせていただく
こともございますのでお含みおきのほどお願い申しあげます。

　　　なお、中止の場合は、当社ホームページ（アドレスhttp://www.f-
juken.co.jp）に掲載することによりお知らせいたします。

以　上



メ　　モ　
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株主総会会場ご案内図
　

会場：〒660-0881　兵庫県尼崎市昭和通二丁目６番68号

尼崎市中小企業センター　１階ホール

TEL 06-6488-9501　FAX 06-6488-9525

URL：http://www.ama-in.or.jp
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交通　○阪神尼崎駅　　徒歩約５分

　

※　駐車場サービス券はご用意しておりませんので、

　　ご了承のほどお願い申しあげます。


